
職員の退職管理に関する条例及び職員基本条例の一部を改正する条例（概要）

総務部人事局人事課
■改正の理由
条例に基づき退職管理を運用してきた中で、再就職規制等について、さらなる厳格化が求められていることを踏まえ、公務の公正性と透明性をより一層確保するため。
■改正の内容
　（１）職員が、再就職者からの要求又は依頼に応じて職務上の不正な行為をする（相当の行為をしない）ことを禁止する。（職員の退職管理に関する条例第３条関係）
　（２）管理職又は勤続期間が20年以上の退職者に対し、退職後５年間、再就職先の名称等を届け出ることを義務付ける。（職員の退職管理に関する条例第７条関係）
（３）再就職禁止法人として、管理職又は勤続期間が20年以上の退職者が離職前５年間に携わった行政処分に関する事務についての職務に関係のある法人を追加する。（職員基本条例第32条関係）
（４）人材バンク制度を利用する場合等を出資法人等への再就職禁止の適用除外から削除するとともに、出資法人等への再就職について事前に知事の承認を得るものとする。（職員の退職管理に関する条例第10条、職員基本条例第32条関係）

（５）出資法人等の役員等の地位に知事が推薦する場合について、再就職のあっせん禁止の適用除外から削除する。（職員の退職管理に関する条例第11条、職員基本条例第33条関係）
（６）違反行為に係る人事監察委員会への通報について規定するとともに、通報者に不利益な取扱いを行うことを禁止する。（職員基本条例第35条、第40条関係）
■施行期日
平成26年４月１日
（職員、職員であった者及び再就職禁止法人に対して規制内容を周知する期間が必要なため）
■政策アセスメント・制度間調整

・大阪府人事監察委員会の意見聴取済
・大阪地方検察庁に対して協議不要である旨確認済（内容変更ではないため）
・職員基本条例に基づく出資法人等への再就職の禁止に関する規則の改正
・大阪府人事監察委員会規則の改正

・通報者が不利益取扱いを受けたときの措置等を定める新たな規則の制定

・人事委員会が職員の退職管理に関する規則の改正を行う予定
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